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平成21年（ワ）第2869号　損害賠償等　請求事件
原 告：長 岩　均
被 告：国
東京地方裁判所民事第24部合議C係　御 中
2009年6月2日
原 告　 長 岩　均
上 申 書
1. 2009年6月3日、午前10：45　御庁631号法廷において、開廷される第3回口頭弁論において、以下の要旨にて意見陳述したく、お願い申し上げます。
2. 以下、全文を読み上げますので、10分～15分の陳述時間を頂戴したく、お願い申し上げます。
意 見 陳 述 書
原告：長岩　均は、真実義務と自らの良心に従い、事実を申し述べますこと、ここに誓約致します。
　さて、この訴訟は、
1. 日米安保条約は無効であることの確認
2. この安保条約を基底とする「イラク特別措置法」は無効であることの確認
3. 2008年4月17日、名古屋高等裁判所青山裁判長が『米軍と一体となった自衛隊の行動は、憲法9条で禁止する「武力行使」にあたる』と判決したこと、及び、今までの政府答弁に照らしても「海外派兵」は違憲につき「自衛隊ソマリア沖派兵」差止めの請求
4. 名古屋高裁判決及び2009年、岡山地裁：近下秀明裁判長『憲法前文「平和的生存権」には具体的裁判規範性がある」との判決から導かれる、該条約が基になり被告・国が共同正犯となった「ベトナム戦争」における「加害的平和的生存権」侵害及び「納税者基本権」侵害につき、ささやかな慰謝料を請求する
ものです。さて、
一昨日、6月1日、東京新聞朝刊1面を飾った記事は、本件訴訟「日米安保条約」1960年の締結に際し、該条約交換公文に明記された「事前協議」について、歴代の外務次官経験者が、「米軍の核搭載艦船の通過・寄港を事前協議の対象にしない。」との密約＝秘密議事録が存在すること、そして内閣総理大臣を選別して該情報を伝達していた事実も併せて、証言しました。
交換公文に明記された「事前協議」及び第4条「臨時協議」は被告・国の国会答弁でも明らかなように、その事実がありません。1959年、藤山外務大臣・マッカーサー駐日大使との「事前協議密約」だけが脈々と活き、交換公文の一方が骨抜きにされ、もう一方の「軍隊による戦闘作戦」活性化と「核持込」だけが常態化しました。
つまり、条約の目的は最初から、日本の基地から日本の施政権以外の地域への「軍隊による戦闘作戦」を行うにあたり、自由に核弾頭の持込・備蓄・移動を保障する条約であったことを疎明します。
またこの「事前協議皆無事実」は、米国立公文書館解禁資料でも明らかなように、「岸・佐藤兄弟」による、米国に対するゆすり・たかり事実、その後、永年にわたり政権政党への資金提供事実をも疎明することになります。身近な家庭に置き換えても明快な話です。「他人が我が家に入ってくる際に、危険物をもっていないか？また、逗留の後、犯罪を犯さないか？危惧を持てば、質問・誰何することは一家の主または管理責任者であれば当然の義務だからです。被告・国の主張は一貫しています。「事前協議がないから、該当事実もない。」と。
またベトナム戦争の最中には、在日駐留米軍基地からの出撃が判明しているにも拘わらず、「事前協議がないということは、直接出撃ではない。（間接の出撃は事前協議対象外）」との論に終始しました。このことは、米国からの汚れたカネにまみれていることの証左にほかなりません。国民の代表＝代議員であるにも拘わらず。さて、
私は、この四人の歴代外務次官を評価します。それは、「国会の答弁などで国民を欺いていた。」と「悔悟の念」を忌憚なく表現し、真実義務と誠実義務に満ち溢れた証言をしているからです。
これとは別に、２００４年１月２８日、自衛隊イラク派兵差止等請求訴訟を札幌地裁に一人で提訴した、自民党員であり、元防衛政務次官、郵政大臣：故　箕輪　登さん。 
１９７１年　沖縄返還に際し、西山太吉・元毎日新聞記者がスクープした「国際法上、米国が払うべき、土地の復元費用 ４００万ドルとＶＯＡ（米政府短波放送）移転費１６００万ドル支払いは、当時の佐藤栄作首相の判断」との密約の経緯を証言した元外務省アメリカ局長 ：吉野　文六さん。 
駐レバノン日本国特命全権大使赴任時、対イラク政策に異を唱え、外務省から外交官を「解雇」された天木 直人さん。
1959年「旧安保条約違憲：伊達判決」そして米国の干渉により、最高裁：田中耕太郎判決「高度の政治判断を要する司法権が及ばない事件」として、逆転有罪となった「砂川事件被告人」土屋源太郎さん。
1973年の長沼自衛隊違憲判決につき、硬く閉じていた口を開き、「法律家として当たり前のことをしただけ」と近著において、述懐する福島　重雄さん(当訴訟裁判長）
そして、この訴訟を支えて下さる皆さん。
そして、何よりこの条約により、半ば「恒久的に」米軍基地を押し付けられた皆さん。
「今、ここで声を大にしなければ」との想いは、私も皆さんも同じだと思います。
そうしなければ、また『我々の子供たちが、敵地に赴き、銃の引き金を引かざるを得ない「狂気の坩堝」に落ち、世界の子供たちへの大量殺戮』に至ることは避けられません。しかも、自国の意思ではなく、米国の意思で。
A級戦犯であった岸信介が命と引き換えに、米国により、わが国の政権中枢に放たれ、内閣総理大臣にまで登りつめ、政権政党自身を工作買収し、軍事世界戦略を推し進めていった事実は、米国自らが運営する「米国立公文書館解禁資料」が証明しています。岸信介の売国的振る舞いには怒り心頭に発するものを感じざるを得ません。
しかし、この条約の絶対的無効事由は、条約後段において「交換公文：第5条域外へのMilitary Combat Operation＝軍隊が行う戦闘作戦」を明記したことです。第1条において国連憲章遵守及び平和的解決遵守を謳いながら、一方で 「軍隊が行う戦闘作戦」を上位概念とする、矛盾そのものの条約だからです。しかも、密約に近い形で交換条文としました。そして、締結後、時を経ずして「軍隊が行う戦闘作戦」をベトナム侵略戦争において、大量無差別殺戮を事実証明した条約でもあります。国際法においても「公序良俗に反する契約は当初から無効」との条理が成立するものと確信します。
1981年、被告・国（栗山尚一外務次官）が国会において答弁する「国際法強行規範に反する条約は当初から無効」はこの争訟において、原告・被告とも争いがありません。
私は1951年9月18日に生まれました。時の首相：吉田茂（注釈：今たいこう：麻生太郎の祖父）が他の全権大使の反対を押し切って、旧安保条約を単独で締結した10日後にあたります。そして、私は、1968年、名古屋の高校を中退上京し、「70年安保自動延長阻止闘争」に馳せ参じました。1970年6月23日、街頭デモで逮捕され、練馬少年鑑別所に送致されました。
40年後の今、やっと悲願が叶いつつあります。「安保条約無効：米軍基地撤去」
裁判長そして陪席の裁判官の皆様、お願いがあります。ベトナム戦争そしてイラク戦争を想起して下さい。ソンミ村虐殺を思い出して下さい。ベトナムでの米軍の枯葉剤散布により子供たちがどうなったかを見つめて下さい。イラクでの冷たくなった子供たちの写真を見て下さい。そして、最後に、最高裁田中判決の尋常でない意味と、被告・国（栗山尚一外務次官）が「国際法強行規範に反する条約は当初から無効」と答弁した事実を見つめて下さい。以上、原告の意見陳述を終わります。
2009年6月3日
原告：長岩　均
